大阪府条例第六十八号
　　　大阪府特定非営利活動促進法施行条例の一部
　　　を改正する条例

　大阪府特定非営利活動促進法施行条例（平成十年大阪府条例第四十三号）の一部を次のように改正する。

　第一条中「含む。）」の下に「、第十四条の七第三項」を、「設立の認証の申請の手続」の下に「、電磁的方法による表決」を加える。

第十五条を第十七条とし、同条の前に次の一条を加える。
（事務処理の特例）
第十六条　法及びこの条例に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって岬町の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係るものは、岬町が処理することとする。
一　法第十条第一項の認証に関する事務

二　法第十条第二項（法第二十五条第五項及び第三十四条第五項において準用する場合を含む。以下この号において同じ。）の規定による公告及び法第十条第二項の縦覧に関する事務

三　法第十二条第三項（法第二十五条第五項及び第三十四条第五項において準用する場合を含む。）の規定による通知に関する事務

四　法第十三条第二項（法第三十九条第二項において準用する場合を含む。）の規定による届出書の提出の受理に関する事務

五　法第十七条の三の規定による仮理事の選任に関する事務

六　法第十七条の四の規定による特別代理人の選任に関する事務

七　法第十八条第三号の規定による報告の受理に関する事務

八　法第二十三条第一項の規定による届出の受理に関する事務

九　法第二十五条第三項の認証に関する事務

十　法第二十五条第六項の規定による届出の受理に関する事務

十一　法第二十九条第一項の規定による事業報告書等、役員名簿等及び定款等の提出の受理に関する事務

十二　法第二十九条第二項の規定による閲覧に関する事務
十三　法第三十一条第二項の認定に関する事務

十四　法第三十一条第四項の規定による届出の受理に関する事務

十五　法第三十一条の八の規定による届出の受理に関する事務

十六　法第三十二条第二項の認証に関する事務

十七　法第三十二条の二第三項の意見の陳述及び同項の調査に関する事務

十八　法第三十二条の二第四項の規定による意見の申述に関する事務

十九　法第三十二条の三の規定による届出の受理に関する事務
二十　法第三十四条第三項の認証に関する事務

二十一　法第四十一条第一項の報告の徴収及び同項の規定による立入検査に関する事務
二十二　法第四十二条の規定による命令に関する事務
二十三　法第四十三条第一項の規定による認証の取消しに関する事務
二十四　法第四十三条第二項の規定による認証の取消しに関する事務

二十五　法第四十三条第四項の規定による書面の交付に関する事務
二十六　法第四十三条の二（法第十二条の二において準用する場合を含む。）の規定による意見の聴取に関する事務
二十七　法第四十三条の三（法第十二条の二において準用する場合を含む。）の規定による意見の申述の受理に関する事務
　第十四条を第十五条とし、第九条から第十三条までを一条ずつ繰り下げる。

第八条第一項及び第二項中「電子処理組織」を「電子情報処理組織」に改め、同条を第九条とする。

第七条を第八条とし、第四条から第六条までを一条ずつ繰り下げ、第三条の次に次の一条を加える。

（法第十四条の七第三項の条例で定める情報通信の技術を利用する方法）

第四条　法第十四条の七第三項の条例で定める情報通信の技術を利用する方法は、次の各号のいずれかに該当する方法とする。

　一　電子情報処理組織を使用する方法のうち次のいずれかに掲げるもの

　　イ　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法
　　ロ　送信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された情報の内容を電気通信回線を通じて情報の提供を受ける者の閲覧に供し、当該情報の提供を受ける者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報を記録する方法

　二　磁気ディスクその他これに準じて一定の情報を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法

２　前項各号に掲げる方法は、受信者がファイルへの記録を出力することにより書面を作成することができるものでなければならない。

　　　附　則
この条例は、平成二十年十二月一日から施行する。ただし、第十七条の前に一条を加える改正規定は、平成二十一年一月一日から施行する。

